
Ⅰ．序

デュポン社の研究においては、主に多角化に伴う事業部制組織の形成の

時期を、経営管理、経営組織、技術、管理会計、労務管理等を中心として

進展してきた。これまでの研究では時期的に、１９２０年代前後の時期の研究が

多く見られ、１９４０年代に関してはあまり研究がなく、またその時期のトッ

プ・マネジメントに焦点を当てた研究は、日本にもアメリカにおいてもな

かった。１８０２年からデュポン一族で企業経営が担われてきたデュポン社にお

いて、本稿で取り上げるウォルター・S・カーペンター・ジュニア（Walter

S. Carpenter, Jr.）の社長就任はどのような意味を持ったのか、そして１９４０年

代のトップ・マネジメント組織はどのようなものであったかを、特に、取締

役会、経営委員会、財務委員会等の内容、メンバーを中心に考察、分析する。
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その時期のそのトップ・マネジメント組織をデュポン社の種々の断片的な資

料を基に考察、分析していくこととする。

Ⅱ．１９４０年代の企業経営の状況

１９３９年９月の第二次世界大戦勃発の９ヵ月後、１９４０年５月２０日、ウォル

ター・S・カーペンター・ジュニアがデュポン社の第９代目の社長に就任し

た。そして、１９４８年１月１９日まで、戦時期、その後の戦後期の困難な時期ま

で社長を務めた。まず、その時期のデュポン社の企業の状況と社会的背景を

見ていく。そして、１９３０年代後半開発が進められていたナイロンの記述から

始める。

アイオワ州の教師を父に持つウォレス・H・カロザース（Wallace H.

Carothers）は、イリノイ大学で博士号を取得した後、４年間、最初はイリノ

イ大学で、後にハーバード大学で有機化学を教えていた(1)。１９２８年、ハーバー

ド大学の講師であったカロザースはデュポン社に研究員として招かれ、その

後、１９３５年２月に「ポリマー６６」を発見し、１９３８年１０月、デュポン社はナイ

ロンという名が付けられたその合成繊維の開発を正式に発表した。新聞は、

化学の世紀において最も重要な発見の一つとしてこの発見を歓迎した。デュ

ポン社は、ニューヨークとサンフランシスコの１９３９年万国博覧会でナイロ

ン・ストッキングを展示した。１９４０年、販売が始まると、ナイロン・ストッ

キングはセンセーションを呼び、その後１２ヵ月間でアメリカ人女性が購入し

たナイロン・ストッキング数は約６，４００万着に上った。日本との戦争勃発で

日本からの絹の輸入が途絶える中、ナイロンは最も時宜に適った出現の一つ

となった。しかし、カロザース率いる研究チームが１９２８年には未知であった

化学物質の研究を始めた当時、戦争のことなど考えにも及んでいなかった(2)。

第二次世界大戦が勃発すると、１９２０年代、３０年代、多角化し化学企業とし

て発展していたデュポン社は再び爆薬・軍需の企業へと戻って行かざるを得

なかった。第二次大戦時の国家安全保障計画におけるデュポン社の関与は第
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一次大戦に劣らず強くならざるを得なかった。ナイロンは戦争向けとなり、

デュポン社のほとんどの化学製品が軍事用となった(3)。戦争前は、デュポン

社の軍事用爆薬の生産量はごくわずかであり、１９４０年以前の２０年間、そのよ

うな軍事用品が売上に占める割合は約２％であった（表－１、参照）。ヒト

ラーのポーランド侵攻（１９３９年９月）の１ヵ月前、１９３９年８月、デュポン社

は小さな無煙火薬工場を一つ所有しており、同月の生産量は、従業員５２４人

で７４万７，０００ポンド（約３４０トン）であり、その一部はスポーツ用であった(4)。

また、デュポン社は従業員２５９人の別の工場で様々な製品を生産しており、

その内、TNTの生産量は同月で９３万７，０００ポンド（約４２５トン）であった。

また爆薬製造工場も有しており、従業員は７１１人、生産量は酸や大量の商業

用ダイナマイトに加えて、テトリルを３万２，０００ポンド（約１４．５トン）製造

していた。この３つの工場の従業員合計１，４９４人の内４００人以上は軍事用爆薬

の製造に直接従事してはおらず、製造した爆薬はアメリカ政府の平和時訓練

用に出荷されていた。１９４３年１月、軍事用爆薬計画がピークに達した時、

デュポン社は拡張した自社の工場に加えて、６つのデュポン社が建設した政

表－１ 販売先産業別による総売上高の割合

産 業 別 １９３９年 １９３４年 １９２４年

繊維 ２２％ ２０％ １６％
種々雑多な製品 ２２％ １７％ １６％
製紙、コンテナー、包装紙原料 １２％ １０％ ―
自動車用製品 １１％ １１％ １４％
化学 ９％ １４％ ４％
建設と整備 ５％ ７％ １７％
鉱業（石炭と金属） ５％ ５％ １９％
輸出（スポーツ用・軍事用火薬を除く） ４％ ４％ ５％
鉄鋼 ４％ ３％ ―
石油製品・石油精製 ２％ ７％ ―
農業用製品 ２％ １％ ７％
スポーツ用・軍事用火薬（輸出を含む） ２％ １％ ２％

１００％ １００％ １００％

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Company for 1939, p.11.
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表－２ １９３９年から１９４８年までのデュポン社の従業員数

１９３９年 １９４０年 １９４１年 １９４２年 １９４３年 １９４４年 １９４５年 １９４６年 １９４７年 １９４８年

従業員
５４，８００ ７２，１００

（１９，９００）
１００，３００
（３９，８００）

１２１，６００
（６０，５００）

１１５，６００
（５２，４００）

１０９，１００
（４５，０００）

７８，８００
（１１，３００）

７４，０３９ ７５，９４５ ７６，４７０

注：従業員の下段の括弧内は、デュポン社による運営の政府所有工場の従業員数
出所：１９３９年から１９４８年までの Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Company、

および１９４５年の Annual Reportの表、p．２５．

府所有の軍需工場を運営していた。無煙火薬と TNTは爆薬計画の大半を占

め、戦争期間中、無煙火薬のデュポン社の生産量はアメリカの生産量の６５％

であった(5)。

さらに、爆薬、弾薬は第二次大戦におけるデュポン社の貢献の一部に過ぎ

ず、化学企業として多角化したデュポン社はほぼ完全に軍事生産企業に変わ

り、戦争に必要な多くの製品を製造した。例えば、デュポン社の新しい合成

繊維ナイロンの生産量は１年以内に約２倍となり、約３，０００万ポンド（約１

万３，５００トン）の糸を生産した。生産は消費者用ストッキングからパラシュー

トや軍事製品にシフトした(6)。また、化学事業の製品、ネオプレン合成ゴム、

染料、レーヨン糸、塗料、仕上げ剤、種々の工業用化学製品、殺虫剤、肥料、

写真用フィルムなどが軍事用に利用された。

また、戦時期、デュポン社の従業員数は急激に増加し、１９４２年にはデュポ

ン社による運営の政府所有工場の従業員数も含めて、合計１２万１，６００人に

上った。１９４１年は合計１０万３００人、１９４２年は合計１２万１，６００人、１９４３年は合計

１１万５，６００人、１９４４年は合計１０万９，１００人、１９４５年は合計７万８，８００人であっ

た（表－２）。

第二次大戦中におけるデュポン社の最大の単独の事業は、ほとんど３年間

に渡り極秘裡に行われた政府の原子エネルギー計画に関することであった。

デュポン社は、１９４１年に発見された新しい化学元素、プルトニウムの実験的

生産のため、テネシー州オークリッジにあるクリントン・エンジニア工場に

小規模なパイロット・プラントを設計し、建設することを請け負った。デュ
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ポン社はまた、次にワシントン州ハンフォードに大規模なプルトニウム製造

工場を設計し、建設し、運営することを請け負った(7)。

デュポン社は、原子物理学者が未知の世界の探究から収集したデータを入

手し、それらを完成した有形の製品に作り変えることを求められた。プルト

ニウム生産のためのプロセスの選択、およびプルトニウム工場の設計、建設、

運営の基礎的情報は、当時、シカゴ大学の科学者のグループにより開発の過

程にあった。１９４１年に発見され、プルトニウムとして知られる人工の原子エ

ネルギーは、顕微鏡学的な実験量のみしか作られたことがないものであった。

初めは、１ミリグラム未満のプルトニウムしかなく、しかもプルトニウムの

性質についてはあまりにもわずかしか分かっていなかった(8)。作業は全てが

新しい問題ばかりであり、先例も、指針も、歴史もなかった。それは、マン

ハッタン計画の原子爆弾の製造であった。

１９４２年１１月、レスリー・R・グローブス准将がデュポン社に対して、クリ

ントンのパイロット設備の建設にデュポン社が全責任を負って欲しい、そし

てワシントン州ハンフォードに完全な工場を建設し運営に当たって欲しいと

いう要請を行い、デュポン社は１９４２年１２月、契約に署名した。デュポン社は

戦争による利益で再び死の商人と呼ばれることを避けるため、契約の条件と

して、第一に、デュポン社が受け取るのは実費に加えて１ドルだけであるこ

と、第二に、事業から生まれた特許は全て放棄し、他方、債務は全て政府が

負担することが明記された(9)。ワシントン州ハンフォードの工場は、約２年

で完成し、全面稼働が開始された。同工場で製造の材料から作られた試験用

爆弾が１９４５年７月にニューメキシコ州アラモゴードで実験され、８月９日、

長崎に投下された(10)。

終戦後、政府はハンフォードでの核兵器の運営を継続するようデュポン社

に強く要請した。グローブス少将（４４年に少将）は、国家の福祉のためデュ

ポン社にこの仕事に残って欲しいと述べ、また陸軍長官ロバート・パターソ

ンは、デュポン社の撤退はそのプロジェクトと国家にとって大きな損失と述

べた。しかし、デュポン社は原子力、核兵器のプロジェクトへの継続、参入
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を拒否し、それらをゼネラル・エレクトリック（GE）に引き継ぎ、予定通

り１９４６年末、撤退した(11)。

ウォルター・S・カーペンター・ジュニアは、これらの時期、すなわち企

業経営の経営環境が極めて困難な時期、第二次世界大戦の時期、デュポン社

の社長の任に当たった。政府の指示がほとんど絶対的と言える時期、自由な

企業経営の意思決定が困難と言える時期、社長の任に当たった。

Ⅲ．社長ウォルター・S・カーペンター・ジュニアの出現

次に、ウォルター・S・カーペンター・ジュニアの出自、経歴、デュポン

社内での職務の経歴について考察していく。１８８８年１月８日生まれのウォル

ター・S・カーペンター・ジュニアはペンシルヴァニア州ウィルクスバリ

（Wilkes-Barre）で生まれ育った。カーペンターは十分な成績を取って、コー

ネル大学に入学し、１９０６年の秋から機械工学の勉強を始めた。家族の中で初

めての大学進学者であり、その上、アイビー・リーグに進んだ人物であった。

大学２年と３年の時、陸上競技の代表チームに入り、学内のアメリカン・

フットボール大会でもプレイし、チア・リーダーになったこともあった(12)。

大学４年の秋、ウォルター・カーペンターは大学でうまくやっていたが、

そして１９１０年の春には学業を確実に修了するはずであったが、学位を取得す

ることはなかった。彼は１９０９年の１１月に突然、コーネル大学を去り、その後

二ヵ月の内にチリのヴァルパライソに着いて、彼の残りの人生ずっと続くこ

とになるデュポン社と関わるキャリアをスタートさせた。彼は後に、この突

然の転換について、「冒険心が自分の人生に思いがけなく入り込んで来た」

と述懐している。「予想される経験がスリルに富んでいる」ことに惹かれ、

彼はチリで二年間、仕事に就くことになった。最初は、彼はビジネスの末端

で、デュポン社のために硝酸塩の鉱石の買付けと出荷を行った(13)。

冒険心はカーペンターが大学時代、見習いエンジニアとして、デュポン社

でアルバイトをしていた時に根付いたものであった。１９０７年と１９０８年の夏、
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彼はニュージャージー州のギブズタウンにあったデュポン社のレパウノ・ダ

イナマイト工場で、エンジニアリング部の J・L・ワーナーの下で働き、１９０９

年にはニュージャージー州ペンズ・グローブにあるカーニーズ・ポイント無

煙火薬工場に移った。これらの場所で過ごした夏は非常に楽しく、大学とさ

して変わらなかった。実家から離れ、自分と同じような若い工学専攻の学生

たちと一緒に下宿で暮らし、学校で学んだ基礎を応用させて、簡単な下図や

デザイン、建築などの仕事を行った(14)。

ウォルター・カーペンターの兄であるルリー・カーペンター（R. Ruliph

M. Carpenter、ウォルターより１１歳年上）は、デュポン社の開発部の部長あっ

たばかりでなく、デュポン社を運営していた三人の従兄弟、コールマン、ア

ルフレッド、ピエールの内の一人であるピエール・S・デュポンの妹である

マーガレッタ（Margaretta du Pont）と結婚していた。ルリー・カーペンター

はワイオミング神学校を卒業後、カーペンター家の商店で働き、幾つかのエ

ンジニアリング会社や製造会社で仕事をしたが、デュポン社の子会社である

マニュファクチャラーズ・コントラクティング社も含まれていた。１９０６年、

マーガレッタ・デュポンと結婚した年、ルリー・カーペンターは地区の購買

担当としてデュポン社に入り、翌年、マサチューセッツ工科大学（MIT）に

通い(15)、建築を学んだ。一年後の１９０８年にMITを去ると、ピエールの弟で

あり、ルリー・カーペンターの義理の兄弟であるイレネー・デュポンに率い

られた開発部で仕事を得た。ルリー・カーペンターは、ウォルター・カーペ

ンターがデュポン社で夏のアルバイトに就く手助けをしたばかりか、カーペ

ンター家全員をピエールに紹介した(16)。

ウォルター・カーペンターは１９１５年５月、開発部の副部長代理に、その

５ヵ月後には副部長に、そして１９１７年４月には部長になった。ウォルター・

カーペンターが急速に何段階も昇進できたのは、彼とデュポン家の間の結び

付き、そして重要なこととして彼の業績が組み合わさった結果であった。ル

リー・カーペンターはデュポン社でウォルター・カーペンターの最初の仕事

を用意してやり、また自分が開発部部長になった時、ウォルター・カーペン
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ターも一緒に連れて来た。１９１４年、ルリー・カーペンターは経営委員会のメ

ンバーとなり、また取締役となっていた。その翌年、ウォルター・カーペン

ターは開発部内でルリー・カーペンターの下の副部長代理となった。１９１６年、

ルリー・カーペンターが副社長に任命され、次の年、ウォルター・カーペン

ターが開発部部長に昇進し、兄に報告を行うことになった(17)。

１９１９年４月、ウォルター・カーペンターは開発部担当の副社長の職に昇進

し、また経営委員会メンバーと取締役に任命された。管理業務の職務の他に、

主要な方針決定も含むこれらの職務を行うため、彼はデュポン社に入って１０

年も経たないうちに、トップ・マネジメントへ入って行くこととなった(18)。

また、１９２１年１月、トレジャラー（財務部長）に任命され、同年１１月、財

務委員会のメンバーに選出された。また、１９２６年５月、財務担当の副社長と

なり、１９３０年３月１７日、財務委員会の議長に選出された(19)。社長に選出され

るまで、ウォルター・カーペンターは、取締役会に１９１９年から２１年間在籍し、

経営委員会には１９１９年から同様に２１年間在籍し、経営委員会の副議長には

１９２６年４月から１４年間在任した。そして、社長の任に就くと共に、経営委員

会の議長に社長在任と同様の期間、１９４０年５月２０日から１９４８年１月１９日まで、

その任にあたった(20)。

ウォルター・カーペンターがトップ・マネジメントへと急速に昇進した背

景には明らかに、デュポン一族、カーペンター一族との関係があった。また、

彼の能力、業績の要素が大きく、この二つの事柄が彼の急速な昇進の要因と

考えられる(21)。

ところで、ルリー・カーペンターが自分の家族を採用したのは、弟に限ら

れたことでもなかった。彼は、おじのエドをチリでの鉱山の買収に推薦し、

遠縁のラルフ・デアを炭鉱の監督に選び、もう一人の従兄弟オーリン・デア

を開発部の調査官に任命した。また、デュポン社で血縁関係に信頼を置くの

はデュポン一族やカーペンター一族に限ったことではなかった。取締役、副

社長、トレジャラーを務め、投資利益率を考案したドナルドソン・ブラウン

は、１９００年代初期の取締役、経営委員会メンバーであったハミルトン・バー
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クスデール（創業者エルセール・イレネー・デュポンの兄ヴィクトール・

デュポンの曾孫 Ethel du Pontの夫）の義理の息子であった。ドナルドソン・

ブラウンの弟の J・トンプソン・ブラウンも取締役、爆薬担当の副社長と

なった。取締役、副社長で経営委員会の初期のメンバーであった J・エイモ

リー・ハスケルは、同じく取締役、副社長で、経営委員会のメンバーであっ

たハリー・G・ハスケルの兄であった。ジョン・ラスコブは取締役、副社長、

トレジャラーを務めていたが、その弟のウィル（W・F・Raskob）は同社の

アシスタント・トレジャラーおよびセクレタリーになった(22)。

Ⅳ．１９４０年から１９４８年までのトップ・マネジメント組織

（１） 取締役会、経営委員会、財務委員会等のメンバーの変更

次に、１９４０年から１９４８年の時期のトップ・マネジメント組織の構造と役割

を考察していくこととする。その中で、経営委員会は１９０３年２月、アー

サー・J・マックスハムの提唱により創設され、財務委員会は次の年の１９０４

年３月、ピエール・S・デュポンの提案により創設された。また、１９３９年に

監査委員会が設置され、ウォルター・カーペンターの兄ルリー・カーペン

ターが初代の委員長に就いた。１９３９年６月、デュポン社の定款において監査

委員会の設置を規定するよう変更された。監査委員会は取締役会の３人の取

締役により構成され、どの取締役も同社の経営において役職についていない

こととされた。選出されたメンバーは委員長となる R・R・M・カーペン

ター、そして H・フレッチャー・ブラウン、ウィリアム・デュポン・ジュニ

アであった。監査役会の職務は、会社の収支の年次の監査を行うため独立し

た会計士（Public Accountant）を採用し、そして彼らの報告を受け取り、彼

らの勧告に基づいて適切な措置を講ずることとされた(23)。

１９４０年には、トップ・マネジメントに大きな変化があった。１９２６年から１４

年間社長の職にあったラモー・デュポンに続いて、デュポン社の次の社長に

取締役、経営委員会副議長、財務委員会議長のウォルター・S・カーペン
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ター・ジュニア（５２歳）が１９４０年５月１０日、選出された。社長のラモー・

デュポンが取締役会会長に就任し、１９１５年から１９１９年まで社長であり１９１９年

から１９４０年まで取締役会会長のピエール・S・デュポンは退任、しかし取締

役には留まり、１９１９年から１９２６年まで社長であり１９２６年から１９４０年まで取締

役会副会長のイレネー・デュポンは退任、しかし取締役には留まるという体

制となった。経営委員会に関しては、副議長であったカーペンターが社長と

なると共に議長になり、社長、経営委員会議長であったラモー・デュポンは

表－３ １９３９年の取締役会、経営委員会、財務委員会等

取 締 役 会

Pierre S. du Pont（会長） Irénée du Pont（副会長） Lammot du Pont（社長）
W. P. Allen Donaldson Brown H. Fletcher Brown
J. Thompson Brown R. R. M. Carpenter W. S. Carpenter, Jr.
Chas. Copeland J. E. Crane F. B. Davis, Jr.
A. Felix du Pont Eugene du Pont Eugene E. du Pont
H. F. du Pont Henry B. du Pont Wm. du Pont, Jr.
A. B. Echols T. S. Grasselli W. F. Harrington
H. G. Haskell J. W. McCoy C. R. Mudge
F. W. Pickard H. M. Pierce J. J. Raskob
C. L. Reese Wm. Richter E. G. Robinson
A. P. Sloan, Jr. Fin Sparre C. M. A. Stine
F. A. Wardenburg E. B. Yancey L. A. Yerkes

経 営 委 員 会

Lammot du Pont（議長） W. S. Carpenter, Jr.（副議長）
J. Thompson Brown J. E. Crane Henry B. du Pont
A. B. Echols W. F. Harrington J. M. McCoy
C. M. A. Stine

財 務 委 員 会

W. S. Carpenter, Jr.（議長）
Donaldson Brown A. Felix du Pont H. F. du Pont
Irénée du Pont L. du Pont Pierre S. du Pont
A. B. Echols H. G. Haskell J. J. Raskob

監 査 委 員 会

R. R. M. Carpenter（委員長）
H. Fletcher Brown Wm. du Pont, Jr.

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co. for 1939.
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経営委員会議長も退任した。財務委員会に関して、カーペンターは社長、経

営委員会議長に就任したが、１９３０年から占めていた財務委員会議長は退任し、

しかし財務委員会メンバーには留まった。財務委員会の新しい議長には、取

締役、経営委員会メンバー、副社長のアンガス・B・エコールズが就任した

（表－４、参照）。

ところで、１８０２年の創業以来１３８年間、デュポンの姓を有する人物がデュ

表－４ １９４０年の取締役会、経営委員会、財務委員会等

取 締 役 会

Lammot du Pont（会長） W. S. Carpenter, Jr.（社長）
W. P. Allen Donaldson Brown H. Fletcher Brown
J. Thompson Brown R. R. M. Carpenter Chas. Copeland
J. E. Crane F. B. Davis, Jr. A. Felix du Pont
Eugene du Pont Eugene E. du Pont H. F. du Pont
Henry. B. du Pont Irénée du Pont Pierre S. du Pont
Wm. du Pont, Jr. A. B. Echols J. B. Eliason
T. S. Grasselli W. F. Harrington H. G. Haskell
J. W. McCoy C. R. Mudge F. W. Pickard
H. M. Pierce J. J. Raskob Wm. Richter
E. G. Robinson A. P. Sloan, Jr. Fin Sparre
C. M. A. Stine F. A. Wardenburg E. B. Yancey
L. A. Yerkes

経 営 委 員 会

W. S. Carpenter, Jr.（議長）
J. Thompson Brown J. E. Crane Henry B. du Pont
A. B. Echols W. F. Harrington J. M. McCoy
C. M. A. Stine

財 務 委 員 会

A. B. Echols（議長）
Donaldson Brown W. S. Carpenter, Jr. A. Felix du Pont
H. F. du Pont Irénée du Pont L. du Pont
Pierre S. du Pont H. G. Haskell J. J. Raskob

監 査 委 員 会

R. R. M. Carpenter（委員長）
H. Fletcher Brown Wm. du Pont, Jr.

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co. for 1940.
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ポン社の社長の任を担ってきたが、すなわち同族企業として運営されてきた

が、なぜW・S・カーペンター・ジュニアが社長となったのか、なぜ取締役

会はW・S・カーペンター・ジュニアを選んだのか、またカーペンターの他

にデュポン一族の候補はいなかったのかという問いが存在する。ラモー・

デュポンは１０月で６０歳となる前、社長の職を辞することを決意し、ピエール

に代わり取締役会会長となることを考えていた。ラモー・デュポンが１９２６年

に社長に就任した時、カーペンターは経営委員会副議長となり、後継者であ

ると確認されていた(24)。１９３０年代初めには、カーペンターはラモー・デュポ

ンの後を継ぐ準備が十分できていた。また、デュポン一族から本気の挑戦者

はいなかった。また、デュポン社という同族企業の価値や慣行に対するカー

ペンターのこれまでのコミットメントにより、ピエール、イレネー、ラモー

はこの有能な一族以外の外部者を彼らの後継者として長年にわたり認めてい

た(25)。また、前述の通り、ウォルター・S・カーペンター・ジュニアの兄 R・

R・M・カーペンターはピエール、イレネー、ラモーの妹と結婚しており、

ウォルター・カーペンターはピエール、イレネー、ラモーから見ると義理の

兄弟の弟であった。１９３９年９月からヨーロッパで第二次大戦が勃発していた

が、カーペンターは戦時下での指導者としてデュポン社の社長になったわけ

でもなかった(26)。

ピエール、イレネー、ラモーの３人は引き続き取締役および財務委員会メ

ンバーとしてデュポン社の経営に積極的に関わり、デュポン社の政策決定に

参加し続けた。ピエール、イレネーは取締役であり、８代目社長であったラ

モーは取締役会会長であり、彼らは年齢と共に活動は低下したが会社の利益

になることには助言、忠告、影響等を与え、会社に関心を持ち、十分報告を

受け続けていた(27)。３人の兄弟の社長任期は終了したが、デュポン社の経営

政策において急激な変化はなかった(28)。カーペンターが選出された翌日、

デュポン社の一般社員は何の変化もなかったかのように普通に通常の仕事に

戻っていた。実際、会社自体にも、そして会社の大きな目標にも何も起きて

いなかった(29)。監査委員会に関しては、前年の１９３９年、ウォルター・カーペ
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ンターの兄 R・R・M・カーペンターを委員長とする監査委員会が設置され、

H・フレッチャー・ブラウンとウィリアム・デュポン・ジュニアの二人がメ

ンバーであるが、１９４０年において変更はなかった。

１９４１年の変更においては、取締役会において H. C. Haskellが加わり、W.

P. Allenが退任となった。H. C. Haskellは、１９００年代初頭、取締役および経

営委員会メンバーであった J. A. Haskellおよびその弟の H. G. Haskellとは関

表－５ １９４１年の取締役会、経営委員会、財務委員会等

取 締 役 会

Lammot du Pont（会長） W. S. Carpenter, Jr.（社長）
Donaldson Brown H. Fletcher Brown J. Thompson Brown
R. R. M. Carpenter Chas. Copeland J. E. Crane
F. B. Davis, Jr. A. Felix du Pont Eugene du Pont
Eugene E. du Pont H. F. du Pont Henry B. du Pont
Irénée du Pont Pierre S. du Pont Wm. du Pont, Jr.
A. B. Echols J. B. Eliason T. S. Grasselli
W. F. Harrington H. C. Haskell H. G. Haskell
J. W. McCoy C. R. Mudge F. W. Pickard
H. M. Pierce J. J. Raskob Wm. Richter
E. G. Robinson A. P. Sloan, Jr. Fin Sparre
C. M. A. Stine F. A. Wardenburg E. B. Yancey
L. A. Yerkes

経 営 委 員 会

W. S. Carpenter, Jr.（議長）
J. Thompson Brown J. E. Crane Henry B. du Pont
A. B. Echols W. F. Harrington J. W. McCoy
C. M. A. Stine

財 務 委 員 会

A. B. Echols（議長）
Donaldson Brown W. S. Carpenter, Jr. A. Felix du Pont
H. F. du Pont Irénée du Pont L. du Pont
Pierre S. du Pont H. G. Haskell J. J. Raskob

監 査 委 員 会

R. R. M. Carpenter（委員長）
H. Fletcher Brown Wm. du Pont, Jr.

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co. for 1941.
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係がない。経営委員会、財務委員会、監査委員会においては変更はなかった。

１９４２年の変更においては、取締役会に、１９４８年に社長となるクロフォー

ド・H・グリーンウォルト（Crawford. H. Greenewalt）が加わり、また、１９６２

年に社長となる L・デュポン・コープランド（L. du P. Copeland）、およびエ

ルウィン・エバンス（Elwyn Evans）が加わった。Elwyn Evansはデラウェア

州のウィルミントン信託会社の社長であり、つまり外部の社外取締役である

表－６ １９４２年の取締役会、経営委員会、財務委員会等

取 締 役 会

Lammot du Pont（会長） W. S. Carpenter, Jr.（社長）
Donaldson Brown H. Fletcher Brown J. Thompson Brown
R. R. M. Carpenter L. du P. Copeland J. E. Crane
A. Felix du Pont Eugene du Pont Eugene. E. du Pont
H. F. du Pont Henry B. du Pont Irénée du Pont
Pierre S. du Pont Wm. du Pont, Jr. A. B. Echols
J. B. Eliason Elwyn Evans C. H. Greenewalt
W. F. Harrington H. C. Haskell H. G. Haskell
J. W. McCoy C. R. Mudge F. W. Pickard
H. M. Pierce J. J. Raskob Wm. Richter
E. G. Robinson A. P. Sloan, Jr. Fin Sparre
C. M. A. Stine F. A. Wardenburg E. B. Yancey
L. A. Yerkes

経 営 委 員 会

W. S. Carpenter, Jr.（議長）
J. Thompson Brown J. E. Crane Henry B. du Pont
A. B. Echols W. F. Harrington J. W. McCoy
C. M. A. Stine

財 務 委 員 会

A. B. Echols（議長）
Donaldson Brown W. S. Carpenter, Jr. A. Felix du Pont
H. F. du Pont Irénée du Pont L. du Pont
Pierre S. du Pont H. G. Haskell J. J. Raskob

監 査 委 員 会

R. R. M. Carpenter（委員長）
H. Fletcher Brown Wm. du Pont, Jr.

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co. for 1942.
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が(30)、ウィルミントン信託会社はデュポン社の関連会社でもあった。他方、

L・デュポン・コープランドの父で１９２１年以来取締役であったチェスター・

コープランドが退任し、また１９２８年以来取締役であった T・S・グラッセリ

（T. S. Grasselli）、および F. B. Davis Jr.が退任した。クロフォード・H・グ

リーンウォルトは１９４２年のマンハッタン計画において軍との連絡の担当者で

あった。グリーンウォルトは、また、７代目社長イレネー・デュポンの娘

Margaretta L. du Pontの夫であった。また、L・デュポン・コープランドは、

退任するチェスター・コープランドと、ピエール、イレネー、ラモーの姉で

あるルイーザ・ダンデロット・デュポン（Louisa d’Andelot du Pont）との間

の息子であった(31)。T・S・グラッセリは、１９３６年１月から経営委員会メン

バーであり、それ以前は長年にわたりグラッセリ化学会社の社長であった。

グラッセリ化学会社は１８３９年に T・S・グラッセリの祖父が設立し、その事

業は１９２８年にデュポン社に統合され、その時 T・S・グラッセリはデュポン

社の取締役となり、事業はその後１９３６年にグラッセリ化学製品事業部として

運営された(32)。経営委員会、財務委員会、監査委員会に変更はなかった。

１９４３年の変更においては、取締役会において、H. M. Pierceが退任した。

経営委員会においては変更はなかった。財務委員会においては前年、取締役

となった L・デュポン・コープランドが財務委員会のメンバーにもなり、H.

F. du Pontが退任した。監査委員会においては、１９３９年設置以来、委員長で

あった R・R・M・カーペンターが退任し、１９４２年から取締役である Elwyn

Evansが監査委員会の新しい委員長にもなった。

１９４４年の変更においては、取締役会において、Emile F. du Pontが加わり、

H. Fletcher Brown、Fin Sparreの２人が退任した。経営委員会では、E. B.

Yanceyが加わり、メンバーは９名となった。財務委員会では、取締役新任

の Emile F. du Pontが財務委員会においても席を占め、１９４０年以来取締役で

トレジャラーである J. B. Eliasonが財務委員会のメンバーにもなった。他方、

A. Felix du Pontと、１９１４年以来取締役で、また１９１５年以来財務委員会メン

バーであった J. J. Raskobが財務委員会に関しては退任した。この年、賞与
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委員会が新設され、８代目社長で取締役会会長、財務委員会メンバーのラ

モー・デュポンが賞与委員会の委員長となった。

賞与（ボーナス）に関して、ボーナス制度（Bonus Plan）は１９０５年以来、

傑出した業績を上げた従業員に特別な報酬の支払いを規定している。ボーナ

ス制度の下、クラス Aボーナスは会社の収益の額とは関わりなく、特定の

種類の仕事に関して顕著な功績を上げたことに対して付与される。クラス B

ボーナスは、従業員の能力、効率、忠誠により、一般的に最も会社の成功に

表－７ １９４３年の取締役会、経営委員会、財務委員会等

取 締 役 会

Lammot du Pont（会長） W. S. Carpenter, Jr.（社長）
Donaldson Brown H. Fletcher Brown J. Thompson Brown
R. R. M. Carpenter L. du P. Copeland J. E. Crane
A. Felix du Pont Eugene du Pont Eugene E. du Pont
H. F. du Pont Henry B. du Pont Irénée du Pont
Pierre S. du Pont Wm. du Pont, Jr. A. B. Echols
J. B. Eliason Elwyn Evans C. H. Greenewalt
W. F. Harrington H. C. Haskell H. G. Haskell
J. W. McCoy C. R. Mudge F. W. Pickard
J. J. Raskob Wm. Richter E. G. Robinson
A. P. Sloan, Jr. Fin Sparre C. M. A. Stine
F. A. Wardenburg E. B. Yancey L. A. Yerkes

経 営 委 員 会

W. S. Carpenter, Jr.（議長）
J. Thompson Brown J. E. Crane Henry B. du Pont
A. B. Echols W. F. Harrington J. W. McCoy
C. M. A. Stine

財 務 委 員 会

A. B. Echols（議長）
Donaldson Brown W. S. Carpenter, Jr. L. du P. Copeland
A. Felix du Pont Irénée du Pont L. du Pont
Pierre S. du Pont H. G. Haskell J. J. Raskob

監 査 委 員 会

Elwyn Evans（委員長）
H. Fletcher Brown Wm. du Pont, Jr.

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co. for 1943.
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貢献した従業員に対して付与される。クラス Bボーナスに当てられる額は、

ボーナス制度で定められ会社の収益に左右される(33)。

１９４４年５月、デュポン社の定款は賞与委員会（Bonus Committee）の設置

を規定するよう変更された。同委員会は取締役会の５人の取締役により構成

表－８ １９４４年の取締役会、経営委員会、財務委員会等

取 締 役 会

Lammot du Pont（会長） W. S. Carpenter, Jr.（社長）
Donaldson Brown J. Thompson Brown R. R. M. Carpenter
L. du P. Copeland J. E. Crane A. Felix du Pont
Emile F. du Pont Eugene du Pont Eugene E. du Pont
H. F. du Pont Henry B. du Pont Irénée du Pont
Pierre S. du Pont Wm. du Pont, Jr. A. B. Echols
J. B. Eliason Elwyn Evans C. H. Greenewalt
W. F. Harrington H. C. Haskell H. G. Haskell
J. W. McCoy C. R. Mudge F. W. Pickard
J. J. Raskob Wm. Richter E. G. Robinson
A. P. Sloan, Jr. C. M. A. Stine F. A. Wardenburg
E. B. Yancey L. A. Yerkes

経 営 委 員 会

W. S. Carpenter, Jr.（議長）
J. Thompson Brown J. E. Crane Henry B. du Pont
A. B. Echols W. F. Harrington J. W. McCoy
C. M. A. Stine E. B. Yancey

財 務 委 員 会

A. B. Echols（議長）
Donaldson Brown W. S. Carpenter, Jr. L. du P. Copeland
Emile F. du Pont Irénée du Pont L. du Pont
Pierre S. du Pont J. B. Eliason H. G. Haskell

賞 与 委 員 会

Lammot du Pont（委員長）
Donaldson Brown R. R. M. Carpenter H. F. du Pont
Pierre S. du Pont

監 査 委 員 会

Elwyn Evans（委員長）
Wm. du Pont, Jr. C. R. Mudge

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co. for 1944.
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され、同委員会に席を占めている期間、彼らはボーナスに対して資格がない

とされている。修正されたボーナス制度の下、賞与委員会は次の事を課され

ている。（１）賞の形態（普通株かあるいは現金）の決定、（２）ボーナス制度

での制限を受け、クラス Bボーナス基金に認められている支給額の決定、

（３）従業員、あるいは取締役会のメンバーである役員（officer）への賞の付

与に対する推薦の措置を講じることである(34)。賞与委員会の５人のメンバー

の内訳は、委員長のラモー・デュポンは８代目社長、取締役会会長、財務委

員会メンバーであり、ピエール・S・デュポンは６代目社長であり、また H・

F・デュポンはデュポン一族であり、また R・R・M・カーペンターはピエー

ル、イレネー、ラモーの妹の夫であった。ドナルドソン・ブラウンは、１９０３

年以来取締役、経営委員会メンバーのハミルトン・バークスデール（創業者

エルセール・イレネー・デュポンの兄ヴィクトール・デュポンの曾孫 Ethel

du Pontの夫）の娘婿であり、デュポン社で投資利益率を考案した人物で

あった。従って、デュポン一族で前社長、前々社長、あるいはデュポン一族

の大株主、そしてデュポン一族の縁戚の人々により賞与委員会は構成されて

いた。監査委員会においては、１９３２年以来取締役である C. R. Mudgeが新任

となり、H. Fletcher Brownが退任した。

１９４５年の変更においては、取締役会において Roger Williamsが加わった。

経営委員会においても Roger Williamsが取締役になると共に加わり、他方、

C. M. A. Stineが退任した。財務委員会においては８代目社長であり、取締

役会会長、賞与委員会委員長のラモー・デュポンが財務委員会は退任した。

賞与委員会、監査委員会においては変更はなかった。

１９４６年の変更においては、取締役会に名誉会長職が新設されピエール・

S・デュポンが就任した。また、W. J. Beadle、C. A. Cary、J. Warren Kinsman

が取締役会に新たに加わり、他方、１９１４年以来３２年間取締役であった J. J.

Raskobが退任した。経営委員会においては１９４２年に取締役となった C. H.

Greenewaltが経営委員会においてもメンバーとなり、またこの年取締役と

なった C. A. Caryが経営委員会でもメンバーとなった。他方、J. Thompson

－３６－ 日本経大論集 第４４巻 第２号



Brownと J. E. Craneは経営委員会を退いたが J. Thompson Brownは財務委員

会に新たに加わり、また J. E. Craneは監査委員会の委員長となった。財務

委員会においては、前述の J. Thompson Brownが加わり、また前年まで監査

委員会委員長の Elwyn Evansが監査委員会を退き、財務委員会に新たに加

表－９ １９４５年の取締役会、経営委員会、財務委員会等

取 締 役 会

Lammot du Pont（会長） W. S. Carpenter, Jr.（社長）
Donaldson Brown J. Thompson Brown R. R. M. Carpenter
L. du P. Copeland J. E. Crane A. Felix du Pont
Emile F. du Pont Eugene du Pont Eugene E. du Pont
H. F. du Pont Henry B. du Pont Irénée du Pont
Pierre S. du Pont Wm. du Pont, Jr. A. B. Echols
J. B. Eliason Elwyn Evans C. H. Greenewalt
W. F. Harrington H. C. Haskell H. G. Haskell
J. W. McCoy C. R. Mudge F. W. Pickard
J. J. Raskob Wm. Richter E. G. Robinson
A. P. Sloan, Jr. C. M. A. Stine F. A. Wardenburg
Roger Williams E. B. Yancey L. A. Yerkes

経 営 委 員 会

W. S. Carpenter, Jr.（議長）
J. Thompson Brown J. E. Crane Henry B. du Pont
A. B. Echols W. F. Harrington J. W. McCoy
Roger Williams E. B. Yancey

財 務 委 員 会

A. B. Echols（議長）
Donaldson Brown W. S. Carpenter, Jr. L. du P. Copeland
Emile F. du Pont Irénée du Pont Pierre S. du Pont
J. B. Eliason H. G. Haskell

賞 与 委 員 会

Lammot du Pont（委員長）
Donaldson Brown R. R. M. Carpenter H. F. du Pont
Pierre S. du Pont

監 査 委 員 会

Elwyn Evans（委員長）
Wm. du Pont, Jr. C. R. Mudge

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co. for 1945.
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わった。また、７代目社長であった Irénée du Pontと H. G. Haskellが財務委

員会を退いた。１９４６年、賞与委員会が賞与・給与委員会へと名称が変更され

たがメンバーに変更はなかった。監査委員会においては、上述のように経営

表－１０ １９４６年の取締役会、経営委員会、財務委員会等

取 締 役 会

Pierre S. du Pont（名誉会長） Lammot du Pont（会長） W. S. Carpenter, Jr.（社長）
W. J. Beadle Donaldson Brown J. Thompson Brown
R. R. M. Carpenter C. A.Cary L. du P. Copeland
J. E. Crane A. Felix du Pont Emile F. du Pont
Eugene du Pont Eugene E. du Pont H. F. du Pont
Henry B. du Pont Irénée du Pont Wm. du Pont, Jr.
A. B. Echols J. B. Eliason Elwyn Evans
C. H. Greenewalt W. F. Harrington H. C. Haskell
H. G. Haskell J. Warren Kinsman J. W. McCoy
C. R. Mudge F. W. Pickard Wm. Richter
E. G. Robinson A. P. Sloan, Jr. C. M. A. Stine
F. A. Wardenburg Roger Williams E. B. Yancey
L. A. Yerkes

経 営 委 員 会

W. S. Carpenter, Jr.（議長）
C. A.Cary Henry B. du Pont A. B. Echols
C. H. Greenewalt W. F. Harrington J. W. McCoy
Roger Williams E. B. Yancey

財 務 委 員 会

A. B. Echols（議長）
Donaldson Brown J. Thompson Brown W. S. Carpenter, Jr.
L. du P. Copeland Emile F. du Pont Pierre S. du Pont
J. B. Eliason Elwyn Evans

賞与・給与委員会

Lammot du Pont（委員長）
Donaldson Brown R. R. M. Carpenter H. F. du Pont
Pierre S. du Pont

監 査 委 員 会

J. E. Crane（委員長）
Wm. du Pont, Jr. C. R. Mudge

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co. for 1946.
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委員会を退いた J. E. Craneが監査委員会委員長となり、１９４３年以来監査委

員会委員長の Elwyn Evansは監査委員会を退いた。

１９４７年の変更においては、取締役会にW. H. Wardが加わった。経営委員

会においては、１９４６年に経営委員会に加わった C. H. Greenewaltが副議長に

就任し、また J. Warren Kingsmanが加わり、また取締役に加わったW. H.

Wardが経営委員会にも加わった。副議長に就任した C. H. Greenewaltは、翌

年の１９４８年、経営委員会議長に就任すると共に社長に就任した。前社長の

W・S・カーペンター・ジュニアも社長、経営委員会議長になる以前、経営

委員会の副議長であった。すなわち１９４０年代、社長への昇進のルートとして、

経営委員会副議長、そして経営委員会議長、同時に社長となる昇進のルート

が確立し始めたと考えられる。W. F. Harringtonと J. W. McCoyは経営委員会

を退いた。財務委員会、賞与・給与委員会、監査委員会においては変更はな

かった。

１９４８年にはトップ・マネジメントに大きな変更があった。社長のW・S・

カーペンター・ジュニアが社長の座を退き、後任にイレネー・デュポンの娘

婿であり、また取締役、副社長、経営委員会副議長であり、またマンハッタ

ン計画において軍との連絡の担当者であったクロフォード・H・グリーン

ウォルト（C. H. Greenewalt）が社長に就任した。W・S・カーペンター・ジュ

ニアは社長から取締役会会長に就任し、取締役会会長であったラモー・デュ

ポンは会長を退任し、取締役には留まり、また賞与・給与委員会の委員長に

は留まった。名誉会長であったピエール・S・デュポンは引き続き名誉会長

に留まり、また財務委員会と賞与・給与委員会にも留まった。また、イレ

ネー・デュポンも引き続き取締役会のメンバーであった。

社長から会長へと移行することに関して、７代目社長イレネー・デュポン

から８代目社長ラモー・デュポンへと交代した時、１９２６年、イレネーは社長

の後、会長となることはなく６代目社長ピエール・S・デュポンが引き続き

取締役会会長であり、イレネーは副会長となっていた。すなわち、イレネー

は社長から副会長となり、会長となくことはなく、W・S・カーペンター・
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ジュニアが社長となる１９４０年までピエールが会長を続けた。グリーンウォル

トは１９４８年から１９６２年まで社長の任を務めることになるが、そして１９６２年か

らは社長 L・デュポン・コープランド、会長グリーンウォルトの体制となる

表－１１ １９４７年の取締役会、経営委員会、財務委員会等

取 締 役 会

Pierre S. du Pont（名誉会長） Lammot du Pont（会長） W. S. Carpenter, Jr.（社長）
W. J. Beadle Donaldson Brown J. Thompson Brown
R. R. M. Carpenter C. A.Cary L. du P. Copeland
J. E. Crane A. Felix du Pont Emile F. du Pont
Eugene du Pont Eugene E. du Pont H. F. du Pont
Henry B. du Pont Irénée du Pont Wm. du Pont, Jr.
A. B. Echols J. B. Eliason Elwyn Evans
C. H. Greenewalt W. F. Harrington H. C. Haskell
H. G. Haskell J. Warren Kinsman J. W. McCoy
C. R. Mudge F. W. Pickard Wm. Richter
E. G. Robinson A. P. Sloan, Jr． C. M. A. Stine
W. H. Ward F. A. Wardenburg Roger Williams
E. B. Yancey L. A. Yerkes

経 営 委 員 会

W. S. Carpenter, Jr.（議長） C. H. Greenewalt（副議長）
C. A.Cary Henry B. du Pont A. B. Echols
J. Warren Kinsman W. H. Ward Roger Williams
E. B. Yancey

財 務 委 員 会

A. B. Echols（議長）
Donaldson Brown J. Thompson Brown W. S. Carpenter, Jr.
L. du P. Copeland Emile F. du Pont Pierre S. du Pont
J. B. Eliason Elwyn Evans

賞与・給与委員会

Lammot du Pont（委員長）
Donaldson Brown R. R. M. Carpenter H. F. du Pont
Pierre S. du Pont

監 査 委 員 会

J. E. Crane（委員長）
Wm. du Pont, Jr. C. R. Mudge

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co. for 1947.
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が、そしてW・S・カーペンター・ジュニアは会長から名誉会長となってい

る。

また、取締役会にはWalter Dannenbaum、そして８代目社長ラモー・デュ

表－１２ １９４８年の取締役会、経営委員会、財務委員会等

取 締 役 会

Pierre S. du Pont（名誉会長）W. S. Carpenter, Jr.（会長） C. H. Greenewalt（社長）
W. J. Beadle Donaldson Brown J. Thompson Brown
R. R. M. Carpenter C. A. Cary L. du P. Copeland
J. E. Crane Walter Dannenbaum Emile F. du Pont
Eugene du Pont Eugene E. du Pont H. F. du Pont
Henry B. du Pont Irénée du Pont Lammot du Pont
P. S. du Pont, 3rd Wm. du Pont, Jr. A. B. Echols
J. B. Eliason W. F. Harrington H. C. Haskell
H. G. Haskell J. Warren Kinsman J. W. McCoy
C. R. Mudge F. W. Pickard E. G. Robinson
A. P. Sloan, Jr. C. M. A. Stine W. H. Ward
F. A. Wardenburg Roger Williams L. A. Yerkes

経 営 委 員 会

C. H. Greenewalt（議長）
W. J. Beadle C. A. Cary Walter Dannenbaum
Henry B. du Pont A. B. Echols J. Warren Kinsman
W. H. Ward Roger Williams

財 務 委 員 会

A. B. Echols（議長）
Donaldson Brown J. Thompson Brown W. S. Carpenter, Jr.
L. du P. Copeland Emile F. du Pont Pierre S. du Pont
J. B. Eliason C. H. Greenewalt

賞与・給与委員会

Lammot du Pont（委員長）
Donaldson Brown R. R. M. Carpenter H. F. du Pont
Pierre S. du Pont

監 査 委 員 会

J. E. Crane（委員長）
Wm. du Pont, Jr. W. F. Harrington

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co. for 1948.
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ポンの息子 P. S. du Pont, 3rdが加わり、A. Felix du Pont、Elwyn Evans、Wm.

Richter、E. B. Yanceyが退任した。経営委員会においては、前述のグリーウォ

ルトが副議長から議長となり、議長であったW・S・カーペンター・ジュニ

アは退任し、経営委員会のメンバーも退いた。Walter Dannenbaumが取締役

となると共に経営委員会のメンバーにも加わり、またWalter J. Beadleも加

わり、他方、E. B. Yanceyは取締役会と共に経営委員会も退任した。財務委

員会においては、社長、経営委員会議長に就任したグリーンウォルトが財務

委員会のメンバーにも加わり、他方、Elwyn Evansは退任した。賞与・給与

委員会においては変更はなく、監査委員会においてはW. F. Harringtonが新

しく加わり、他方、C. R. Mudgeが退任したが、取締役会には引き続き在籍

した。

（２）１９４０年から１９４８年までの時期の取締役会・各委員会の特徴

これまで１９４０年から１９４８年までの取締役会、経営委員会、財務委員会等の

トップ・マネジメント組織を検討してきているが、それらの特徴をさらに考

察、分析していくこととする。まず、血の繋がりのないウォルター・S・カー

ペンター・ジュニアが９代目社長に就任したが、それまでの社長、すなわち

創業者社長から８代目社長までの社長について検討していく。表－１３に見ら

れるように創業者エルセール・イレネー・デュポン（Eleuthere Irenee du

Pont）から８代目のラモー・デュポンまで全て姓はデュポンの社長が続いて

いる。前社長と次の社長との関係性を見ると、初代社長と２代目社長は親子

であったが、その間に３年弱、初代社長の娘の夫（Antoine Bidermann）が一

時的に経営を引き受けたという初代社長と２代目社長の事例を除くと、２代

目アルフレッド・V・デュポンから８代目ラモー・デュポンまで全て、親か

ら子への継承ではなかった（表－１３の右欄の「前社長との関係」を参照）。

２代目社長から３代目社長への継承の関係性は、２代目社長の弟という関係

であり、３代目社長から４代目社長の関係は、３代目社長の甥という関係で

あり、４代目社長から５代目社長は従兄弟の息子であった。５代目社長から

６代目社長の関係性は従兄弟であり、６代目社長ピエールと７代目社長イレ
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ネーの関係は弟であり、また７代目社長イレネーと８代目社長ラモーの関係

は弟であった。そして、９代目社長ウォルター・S・カーペンター・ジュニ

アは、これまで述べてきたように６代目社長ピエール、７代目社長イレネー、

８代目社長ラモーの一番末の妹マーガレッタ・デュポンの夫 R・R・M・

カーペンターの弟であった。従って、ウォルター・S・カーペンター・ジュ

ニアはデュポン一族にとって血の繋がりのないという縁戚であった。

ところで、ピエール、イレネー、ラモーの兄弟に注目して見ると、２代目

社長アルフレッド・V・デュポンの２番目の息子で、１８８４年に爆発事故で死

亡したラモー・デュポン（８代目社長ラモー・デュポンとは父で同姓同名）

の子供達、すなわちピエール、イレネー、ラモーの兄弟姉妹は全部で１１人い

た。最初の子（女）は５歳で亡くなり、２番目の子（女）Louisa d’Andelot du

Pontは Charles Copeland（デュポン社取締役）と結婚し、その子供は Lammot

表－１３ デュポン社の社長

歴代社長 在任期間 前社長との関係

初代 Eleuthere Irenee du Pont
（Antoine Bidermann,

Son-in-Law of E. I.）

１８０２～１８３４
１８３４～１８３７

初代社長 Eleuthere Ireneeの娘の夫

２代 Alfred Victor du Pont １８３７～１８５０ 初代社長 Eleuthere Ireneeの長男

３代 Henry du Pont １８５０～１８８９ ２代目社長 Alfredの弟

４代 Eugene du Pont １８８９～１９０２ ３代目社長 Henryの甥

５代 T. Coleman du Pont １９０２～１９１５ ４代目社長 Eugeneの従兄弟の息子

６代 Pierre S. du Pont １９１５～１９１９ ５代目社長 Colemanの従兄弟

７代 Irénée du Pont １９１９～１９２６ ６代目社長 Pierreの弟

８代 Lammot du Pont １９２６～１９４０ ６代目社長 Pierre、７代目社長 Irénéeの弟

９代 W. S. Carpenter, Jr. １９４０～１９４８ ６代目社長 Pierre、７代目社長 Irénée、
８代目社長 Lammotの妹の夫の弟

出所：B. G. du Pont, E. I. du Pont de Nemours and Company : A History, 1802‐1902 , Hough-
ton Mifflin Company, 1920.
Alfred D. Chandler, Jr. and Stephen Salsbury, Pierre S. du Pont and the Making of the
Modern Corporation , Harper & Row, 1971.
Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co.
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du Pont Copelandであり、彼はグリーンウォルトの後を継いで１９６２年から

１９６７年までの１１代目社長となった。３番目の子（男）はピエール・S・デュ

ポンであり、母Mary Belinの兄弟 Henry Belin, Jr.（１９１１年から１９１７年まで

デュポン社取締役）の娘 Alice Belinと、ピエールが４５歳、Alice Belinが４３歳

の時結婚し、従っていとこ同士で結婚し(35)、また二人の間には子供はいな

かった。４番目の子（女）は２３歳で亡くなり、５番目の子（男）H. Belin du

Pontは祖父同士（２代目社長アルフレッドと弟アレクシス・I）が兄弟とい

う、またいとこ同士で結婚しているが２９歳で亡くなっている。６番目の子

（男）William K. du Pontは結婚しているが３２歳で亡くなり、７番目の子

（男）Irénée du Pont（イレネー・デュポン）は７代目社長であり、祖父同士

（２代目社長アルフレッドと弟アレクシス・I）が兄弟という、またいとこ

の Irene du Pontと結婚しており、その娘Margaretta L. du Pontは１０代目社長

の Crawford H. Greenewaltと結婚している。８番目の子（女）Mary A. B. du

PontはW. Winder Lairdと結婚し、９番目の子（男）Lammot du Pont（ラモー・

デュポン）は８代目社長であり、４回結婚しており、４回目の妻Margaret Flett

はデュポン一族の女性であった。１０番目の子（女）Isabella du Pontは H.

Rodney Sharpと結婚し、１１番目の子（女）Margaretta du Pontは前述のよう

に R. Ruliph M. Carpenter（デュポン社取締役）と結婚し、彼の弟は９代目社

長ウォルター・S・カーペンター・ジュニアであった(36)。従って、社長に関

して１９１５年以降、６代目社長ピエール、７代目社長イレネー、８代目社長ラ

モーの後の社長は、ピエール、イレネー、ラモーの兄弟姉妹の親族により担

われていた。それは１９１５年前後のデュポン一族の同族内紛でピエール側が勝

利したことにより、ピエールの兄弟姉妹の系統がその後のデュポン社の企業

経営を担っていったということであった。また、１８８４年の父の死後、１４歳の

長男のピエールが家族のリーダーシップの役割を担うことになり、そのこと

は彼の生涯に亘って続くこととなった(37)。

この１９４０年代の時期、経営委員会副議長から経営委員会議長へという昇進

の経路、また同時に社長へという昇進の経路が確立し始めた。１９３９年、W・
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S・カーペンター・ジュニアは取締役であり、経営委員会副議長であり、財

務委員会議長であり、１５人いる副社長の１人であった。そして、社長であり

（当然、取締役会メンバー）、経営委員会議長であったラモー・デュポン

（財務委員会委員も兼任）は、１９４０年、取締役会会長に就任すると共に、そ

れまで議長であった経営委員会は退くということになった（財務委員会委員

には留まる）。１９４０年、ラモー・デュポンの社長退任後、W・S・カーペン

ター・ジュニアが社長に就任し、またラモーが占めていた経営委員会議長に

就任した（カーペンター、財務委員会議長は退任し、一委員）。すなわち、

経営委員会副議長であったカーペンターが経営委員会議長へと昇進し、その

昇進の経路、また同時に社長へという昇進の経路が１９４０年代の時期、確立し

始めた。

なお、社長から会長へという移行は、１９１５年から１９１９年まで社長であった

ピエール・S・デュポンが１９１９年、弟のイレネー・デュポンが社長となると

同時に会長となっていた。しかし、１９１９年から１９２６年まで社長の任を務めた

イレネーは、１９２６年、弟のラモー・デュポンが社長となると同時に、会長と

はならず副会長となった。会長は引き続きピエール・S・デュポンであった。

従って、１９２６年から１９４０年までの期間、ピエールが会長、イレネーが副会長、

ラモーが社長の体制であった。そして、１９４０年、W・S・カーペンター・ジュ

ニアが社長となると同時に、ラモーが社長から会長となり、そしてその後、

１９４６年に新設の名誉会長にピエールが就いた。また、社長が経営委員会議長

も担うということは、１９２１年以来、イレネーが社長でありまた経営委員会議

長も担うというように、またラモーが１９２６年社長に就任すると共に経営委員

会議長の任も担うというように、１９２０年代、１９３０年代、社長が経営委員会議

長も兼任するという体制が続いた。

また、１９４８年の社長交代の時は、グリーンウォルトが社長となると共に

W・S・カーペンター・ジュニアが会長（ピエールは引き続き名誉会長）と

なり、経営委員会議長も前年副議長であったグリーンウォルトが社長就任と

同時に経営委員会議長となった。すなわち、１９４０年代の時期、経営委員会副
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議長から経営委員会議長、また同時に社長という昇進のシステムが確立し始

めた。

また、１９４０年代における取締役会の開催の頻度について、１９４０年から１９４６

年まで毎年１２回であり、１９４７年は１３回開催され（４月に２回）、１９４８年は１２

回の開催であった。従って、月に１回の開催という頻度であり、１９２０年代、

１９３０年代も概ね月に１回の開催ということが一般的であった(38)。他方、経営

委員会の開催は週に１回定期的に開催され、しばしばそれ以上の開催があり、

また財務委員会の開催は１ヵ月に２回であった(39)。従って、月１回開催の取

締役会の開催空白期には、「取締役会から特別な指示がない場合、経営委員

会がデュポン社の利益に最善を尽くすものとし、取締役会の会議の間の期間、

経営委員会がデュポン社の全ての事業と業務の経営、指揮に関して取締役会

の全ての権限を保有し、行使する（財務委員会、監査委員会、賞与・給与委

員会に指定されている事柄を除く）」とデュポン社の定款では規定していた。

また、取締役会の委員会としての活動では、経営委員会は全ての重要な活動

の概要を検討と承認のため、取締役会に毎月、報告を提出することになって

いた(40)。

取締役会において外部の社外取締役については、明確な存在での社外取締

役はいなかった。取締役の内、他の企業の役職を兼ねている者には、関連企

業の General Motors（デュポン社が２３％株式所有）の A. P. Sloan, Jr.（デュポ

ン社では１９２３年以来取締役）、また１９２７年から１９４１年までデュポン社の取締

役であった関連企業 USラバー社の社長及び会長の F. B. Davis, Jr.、また１９１８

年からデュポン社の取締役であり関連企業 General Motorsの取締役会副会長

のドナルドソン・ブラウン、また１９３０年からデュポン社の取締役で、関連企

業 Delaware Trust Companyの社長のWm. du Pont, Jr.、そして１９４２年からデュ

ポン社の取締役で関連企業Wilmington Trust Companyの社長の Elwyn Evans

がいた(41)。１９２３年以来デュポン社の取締役であり、GMの社長であった A. P.

Sloan, Jr.はデュポン社の取締役会にはあまり出席しなかった。１９２０年代、ス

ローンは１年に１２回開催されるデュポン社の取締役会に年に１回か２回の出
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席であった。また１９３０年代にも約１２回の開催の内１回か２回の出席であり、

年に１回も出席しなかったことが４年あった。１９４０年代には少し出席するよ

うになり、年１２回の開催（１９４７年１３回開催）の内、１９４０年１回、４１年２回、

４２年３回、４３年３回、４４年５回、４５年３回、４６年６回、４７年６回、４８年４回

であった(42)。関連企業 GMのスローン、関連企業 USラバー社のデービス、

関連企業 GMのドナルドソン・ブラウン、関連企業デラウェア・トラスト

のWm. du Pont, Jr.、そして関連企業ウィルミントン・トラストの Elwyn

Evansは現代における意味での社外取締役ではなかったと言い得ることがで

きる。

また、１９４０年代、デュポン社の取締役会の規模はアメリカの他の主要な企

業の取締役会と比較して極めて大きかった。１９４４年のハーバード大学の調

査(43)によれば、例えば、主要な企業の取締役の人数は、ニューヨーク・セン

トラル鉄道１５人、スタンダード・オイル（ニュージャージー）１１人、ペンシ

ルヴァニア鉄道１７人、GE１５人、プルデンシャル保険１９人、シアーズ・ロー

バック１７人、ボストン・ファースト・ナショナル銀行２５人、イーストマン・

コダック１３人、プロクター＆ギャンブル１４人、AT&T１８人、インターナショ

ナル・ハーベスター１８人、GM２８人等であった。従って、他の主要な企業と

簡単な比較をしても、１９４４年、デュポン社の取締役会は３４人と大規模であっ

た。なぜ、アメリカの他の大企業と比較して取締役数が多かったのかと考え

ると次のようなことが考えられ得る。まず、主要な大株主であるデュポン一

族の存在（取締役会の約３割を占める）が挙げられる。また、デュポン社で

は従来から内部昇進させることは仕事の意欲、士気、モチベーションに繋が

るという認識から取締役に多くを昇進させていったと考えられる。さらに

１９２０年代、１９３０年代、他企業の吸収合併でそれらの企業の社長等を取締役会

に取り込んでいったということが考えられる。それらの中で特に大株主とし

ての多数のデュポン一族の存在、そして仕事の意欲、士気の向上のための内

部昇進によることが、他の企業と比較して取締役が多かったことと考えら

れる。
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また、経営委員会の委員、財務委員会の委員、監査委員会の委員、賞与委

員会（その後、賞与・給与委員会）の委員は全て取締役会のメンバーであっ

た。さらに、役員（Officer）である社長、副社長、トレジャラー（Treasurer）、

セクレタリー（Secretary）と取締役との関係を見ていくと（表－１４、参照）、

１９４０年、役員である副社長は全員で１５名であり、彼らは全員、取締役であっ

た（取締役は会長を含み３６名）。また、副社長と経営委員会の関係を見ると、

副社長１５名、経営委員会メンバー８名（社長のカーペンターを含む）であり、

そして経営委員会メンバーの全員が社長および副社長により構成されていた。

トレジャラーは１９３９年、J. B. Eliasonがその任であり、そして取締役ではな

かったが、１９４０年になると J. B. Eliasonはトレジャラーであると共に、取締

役に新任となり、また副社長に就任した。５人のアシスタント・トレジャ

ラーは他の何らかの主要な役職には就いていなかった。セクレタリーは、

１９３９年、１９１４年以来取締役の J. J. Raskobの弟のW. F. Raskobであり、取締

役ではなかった。３人のアシスタント・セクレタリーも他の何らかの主要な

役職には就いていなかった。

表－１４ １９４０年の役員

Officer（役員）

President（社長）：W. S. Carpenter, Jr.
Vice-Presidents（副社長）：
H. Fletcher Brown J. Thompson Brown R. R. M. Carpenter
J. E. Crane A. Felix du Pont Henry B. du Pont
A. B. Echols J. B. Eliason T. S. Grasselli
W. F. Harrington H. G. Haskell J. W. McCoy
F. W. Pickard J. J. Raskob C. M. A. Stine

Treasurer（トレジャラー）：J. B. Eliason

Assistant Treasurers（アシスタント・トレジャラー）：
A. B. King Ernest N. May Maxwell Moore

W. Arthur Murphy H. B. Robertson

Secretary（セクレタリー）：W. F. Raskob

Assistant Secretaries（アシスタント・セクレタリー）：
M. D. Fisher F. G. Hess E. A. Howard

出所：Annual Report of E. I. du Pont de Nemours & Co. for 1948, p.3.
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Ⅴ．トップ・マネジメント組織におけるデュポン一族

次に、W・S・カーペンター・ジュニアが社長の任にあった１９４０年代、デュ

ポン社のトップ・マネジメント組織においてデュポン一族が占めていた割合

を考察する。取締役会、経営委員会、財務委員会等のトップ・マネジメント

においてデュポン一族がどの位の割合を占めていたかを見ていく。１９４０年代、

取締役会、経営委員会、財務委員会におけるデュポン一族（デュポンの姓を

有する者、またデュポンのミドル・ネームも含む）の割合を示したのが表－

１５、表－１６、表－１７である。デュポンの姓を有する者、またデュポンのミド

ル・ネームを有する者を対象として計算しているので、ここではW・S・

カーペンター・ジュニアはデュポン一族には数として加えていない。

カーペンターが社長の１９４０年代、取締役会における全取締役数は３４人から

３８人であり、概ね３６人前後であり、その中でデュポン一族の数は９人から１１

人であった。カーペンターが社長に就任した１９４０年は、全取締役数３６人の内、

表－１５ 取締役会におけるデュポン一族の割合

取締役数
デュポン
一族の数

割合（％）

１９３９年 ３６ ９ ２５

１９４０年 ３６ ９ ２５

１９４１年 ３６ ９ ２５

１９４２年 ３６ １０ ２８

１９４３年 ３５ １０ ２９

１９４４年 ３４ １１ ３２

１９４５年 ３５ １１ ３１

１９４６年 ３７ １１ ３０

１９４７年 ３８ １１ ２９

１９４８年 ３６ １１ ３１

出所：１９３９年から１９４８年までの Annual Reportから
作成。
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表－１７ 財務委員会におけるデュポン一族の割合

全委員数
デュポン
一族の数

割合（％）

１９３９年 １０ ５ ５０

１９４０年 １０ ５ ５０

１９４１年 １０ ５ ５０

１９４２年 １０ ５ ５０

１９４３年 １０ ５ ５０

１９４４年 １０ ５ ５０

１９４５年 ９ ４ ４４

１９４６年 ９ ３ ３３

１９４７年 ９ ３ ３３

１９４８年 ９ ３ ３３

出所：１９３９年から１９４８年までの Annual Reportから
作成。

表－１６ 経営委員会におけるデュポン一族の割合

全委員数
デュポン
一族の数

割合（％）

１９３９年 ９ ２ ２２

１９４０年 ８ １ １３

１９４１年 ８ １ １３

１９４２年 ８ １ １３

１９４３年 ８ １ １３

１９４４年 ９ １ １１

１９４５年 ９ １ １１

１９４６年 ９ １ １１

１９４７年 ９ １ １１

１９４８年 ９ １ １１

出所：１９３９年から１９４８年までの Annual Report
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デュポン一族は９人であり、その割合は２５％であり、またカーペンターが社

長から取締役会会長となった１９４８年は全取締役数３６人の内、デュポン一族は

１１人であり、割合は３１％であった。１９４０年と１９４８年、３６人の取締役数は同じ

であるが、デュポン一族の数は１９４０年９人、他方１９４８年１１人というように若

干増加している。また同じ時期、経営委員会では全委員数が８人から９人で

あり、１９４４年から９人であった。その中でデュポン一族は１９４０年代１人であ

り、その割合は１９４０年から１９４３年まで１３％、そして１９４４年から１９４８年までが

１１％であった。また財務委員会では全委員数が９人から１０人であり、１９４５年

から１９４８年まで９人であった。その中でデュポン一族は１９４０年から１９４４年ま

で５人、１９４５年が４人、そして１９４６年から１９４８年まで３人であった。そして

デュポン一族の割合はそれらの時期それぞれ５０％、４４％、３３％であった。そ

れらの機関をさらに検討すると、取締役会ではデュポン一族の取締役の割合

が１９４０年２５％、そして１９４８年３１％というように若干増加傾向を示している。

以前と比較すると、例えば１９３５年と比較すると全取締役数３６人、デュポン一

族の取締役９人、デュポン一族の割合は２５％であった(44)。従って全取締役数

は１９３０年代と比較すると(45)あまり変わらないが、デュポン一族の取締役数は

若干増加し、その割合も若干増加している。それらは、多数の株式を有する

デュポン一族が株主として企業を監視し、発言権を確保するということと考

えられるであろう。他方、デュポン社の事実上の最高意思決定機関である経

営委員会においてデュポン一族が極めて少ない。近代的大企業を運営してい

くうえで、デュポン一族であるか否かに関わりなく、企業経営の専門的知識

を有する有能な専門経営者が経営委員会において重要な方針の設定、全社的

な管理業務を遂行していったと考えられる。そして財務委員会ではデュポン

一族の割合が１９４０年代、５０％、４４％、３３％と低下してはいるが資金に関する

財務事項に関して取締役会以上にデュポン一族が監視の目を注いでいるとい

うことであろうと考えられる。なお、財務委員会に関して１９４８年、９人の委

員の内、デュポン一族が３人であったが、残りの６人の内、ドナルドソン・

ブラウン、J・トンプソン・ブラウン、W・S・カーペンター・ジュニア、そ
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して社長のクロフォード・H・グリーンウォルトはデュポン一族の親族で

あった。従って、デュポンの姓を有する者、またデュポンのミドル・ネーム

を有する者をデュポン一族として計算しているが、縁戚等でデュポン一族の

親族である者を含めるとその割合はさらに高まると考えられる。それらの事

は、取締役会、経営委員会においても同様にその割合は高まると考えられる。

Ⅵ．結 語

これまで検討、考察してきたことを整理していく。最初に、初代社長から

８代目社長までデュポンの姓を有する者が社長を務めてきたが、なぜ血の繋

がりのないW・S・カーペンター・ジュニアが９代目の社長となったかを検

討する。なぜW・S・カーペンター・ジュニアが社長となったのか、なぜ取

締役会はW・S・カーペンター・ジュニアを選んだのかという問いが存在す

る。W・S・カーペンターの兄 R・R・M・カーペンターは、６代目社長ピ

エール、７代目社長イレネー、８代目社長ラモーの末妹マーガレッタ・デュ

ポンと結婚しており、カーペンターはピエール、イレネー、ラモーから見る

と義理の兄弟の弟であるという縁戚であった。またラモーが１９２６年に８代目

社長に就任した時、カーペンターは経営委員会副議長となり、後継者である

と確認されており、１９３０年代初めには、カーペンターはラモー・デュポンの

後を継ぐ準備が十分できていた。また、デュポン一族から本気の挑戦者はい

なく、デュポン社という同族企業の価値や慣行に対するカーペンターのこれ

までのコミットメントにより、ピエール、イレネー、ラモーはこの有能な一

族以外の外部者を彼らの後継者として長年にわたり認めていたということが

理由として挙げられる。つまり、デュポン一族とカーペンター一族との関係、

またカーペンターの能力、業績の要素が彼が社長へと昇進した要因と考えら

れる。

ただ、１９４０年代、第２次世界大戦およびその戦後という社会的背景、時代

的背景の変化はあったが、デュポン社の経営政策において急激な変化はな
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かった。カーペンターが社長に選出された翌日、デュポン社の一般社員は何

の変化もなかったかのように普通に仕事に戻り、会社自体にもそして会社の

大きな目標にも何も変化は起きていなかった。

また、社長が経営委員会議長も担うということに関して、１９２１年以来、イ

レネーが社長でありまた経営委員会議長も担うというように、またラモーが

１９２６年社長に就任すると共に経営委員会議長の任も担うというように、１９２０

年代、１９３０年代、社長が経営委員会議長も兼任するという体制が続いた。

１９４０年、ラモー・デュポンの社長退任後、W・S・カーペンター・ジュニア

が社長に就任すると共にラモーが占めていた経営委員会議長に就任した。そ

して、１９２６年以来経営委員会副議長であったカーペンターが経営委員会議長

へと昇進し、その昇進の経路、また同時に社長へという昇進の経路が１９４０年

代の時期、確立し始めた。また、１９４７年、経営委員会副議長に就任したグ

リーンウォルトは、翌年の１９４８年、社長に就任すると共に経営委員会議長に

就任した。この１９４０年代の時期、経営委員会副議長から経営委員会議長へと

いう昇進の経路、また同時に社長へという昇進の経路が確立し始めた。

また、１９４０年代、デュポン社の取締役数はアメリカの他の大企業と比較し

て極めて多かった。他の主要大企業が概ね１０人台、多い企業で２０人台であっ

たがデュポン社は１９４０年代３６人前後であった。１９３０年代も１９３０年３７人、１９３５

年３６人であり取締役会の規模は極めて大きかった(46)。

また、１９４０年代のこの時期、トップ・マネジメント組織におけるデュポン

一族の割合は依然として高かった。取締役会におけるデュポン一族は１９４０年

前後２５％であり、１９４０年代後半概ね３０％前後であり、財務委員会は１９４０年代

前半５０％であり、１９４０年代後半３３％であった。他方、経営委員会においては

全メンバーの８人から９人の内、デュポン一族は１人であり、デュポン一族

は少なかった。デュポン社の事実上の最高意思決定機関である経営委員会に

おいて、デュポン一族であるか否かに関わりなく企業経営の専門的知識を有

する有能な専門経営者が経営委員会において重要な方針の設定、全社的な管

理業務を遂行していったと考えられる。
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取締役会における外部の社外取締役に関して、明確な意味での社外取締役

はいなかった。関連企業 GMのスローン、関連企業 USラバー社のデービス、

関連企業 GMのドナルドソン・ブラウン、関連企業デラウェア・トラストの

Wm. du Pont, Jr.、そして関連企業ウィルミントン・トラストの Elwyn Evans

がデュポン社の取締役として存在したが、それらの関連企業はデュポン社が

株式を所有していたデュポン社グループの関連企業であった。従って、現代

における意味での社外取締役ではなかったと言い得る。

また、この時期、まだ経営の「監督」と「執行」は未分離であった。取締

役会の改革、コーポレート・ガバナンス等で課題となり、経営の意思決定と

業務執行の監督を行う者、また業務執行を行う者に関して、９人の経営委員

会のメンバーは全員取締役であり、また１５人の副社長も全員取締役であり重

複していた。また財務委員会メンバーも、賞与・給与委員会メンバーも、監

査委員会メンバーも全員取締役であった。まだ１９４０年代の時期、監督と執行

は未分離であり、それらのことが論議の対象となる時代ではなかった。
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